
○浦安市介護保険在宅サービス提供事業所臨時支援給付金交付規則

令和３年８月16日

規則第57号

（目的）

第１条 この規則は、新型コロナウイルス感染症の拡大により、在宅の介護サ

ービスを提供する場において影響を受けている、介護保険在宅サービス提供

事業所を運営する事業者に対し、予算の範囲内において、介護保険在宅サー

ビス提供事業所臨時支援給付金（以下「給付金」という。）を交付すること

により、新型コロナウイルス感染症の拡大防止を図る緊急支援を行うことを

目的とする。

（定義）

第２条 この規則において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定め

るところによる。

(1) 新型コロナウイルス感染症 病原体がベータコロナウイルス属のコロ

ナウイルス（令和２年１月に、中華人民共和国から世界保健機関に対して、

人に伝染する能力を有することが新たに報告されたものに限る。）である

感染症をいう。

(2) 介護保険在宅サービス提供事業所 令和３年４月１日時点において、介

護保険法（平成９年法律第123号。以下「法」という。）に基づく次に掲げ

るサービスを提供する事業所であって、市内に存するものをいう。

ア 訪問介護

イ 訪問入浴介護

ウ 訪問看護

エ 通所介護

オ 通所リハビリテーション

カ 地域密着型通所介護

キ 認知症対応型通所介護

ク 小規模多機能型居宅介護

ケ 居宅介護支援

（給付対象者）



第３条 給付金の交付を受けることができる者は、介護保険在宅サービス提供

事業所を運営する事業者とする。

（給付金の額等）

第４条 給付金の額は、１介護保険在宅サービス提供事業所につき５万円とす

る。

２ 給付金の交付は、１介護保険在宅サービス提供事業所につき１回に限るも

のとする。

（給付金の申請及び請求）

第５条 給付金の交付を受けようとする事業者（以下「申請者」という。）は、

市長が指定する日までに、浦安市介護保険在宅サービス提供事業所臨時支援

給付金交付申請書兼請求書（別記第１号様式）に次に掲げる書類を添えて、

市長に申請及び請求をしなければならない。

(1) 法第41条第１項、第42条の２第１項又は第46条第１項の規定による都道

府県知事又は市長若しくは他の市町村の長の指定を受けたことを証する書

類の写し

(2) その他市長が必要と認める書類

（交付決定）

第６条 市長は、前条の規定による申請を受けたときは、その内容を審査し、

給付金の交付の可否を決定し、その結果を浦安市介護保険在宅サービス提供

事業所臨時支援給付金交付決定通知書（別記第２号様式）又は浦安市介護保

険在宅サービス提供事業所臨時支援給付金却下通知書（別記第３号様式）に

より、当該申請者に通知するものとする。

（交付決定の取消し）

第７条 市長は、偽りその他不正の手段により給付金の交付を受けた事業者が

あるときは、給付金の交付の決定を取り消すことができる。

（給付金の返還）

第８条 市長は、第６条の規定により給付金の交付決定を受けた事業者が、前

条の規定により交付決定を取り消され、かつ、既に給付金の交付を受けてい

るときは、期限を定めて当該給付金の返還を命ずることができる。

（補則）



第９条 この規則に定めるもののほか、給付金の交付に関し必要な事項は、市

長が別に定める。

附 則

（施行期日）

１ この規則は、公布の日から施行する。

（失効）

２ この規則は、令和４年３月31日限り、その効力を失う。








